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はじめに（研究目的）

　本稿では、福岡県立大学社会福祉学科の相談

援助実習に関する学生の学習課題を明らかにす

る。具体的には、相談援助実習で学ぶべき項目

（「相談援助実習ガイドライン」の50の小項目に

基づく）について、「相談援助実習」の科目履

修生（以下、履修生）が学習困難（修得困難）

だと感じている項目（自己評価結果）を発見し、

ガイドラインと履修生の学習意識との間で生じ

る課題を発見することである。そしてその課題

を踏まえて、本学における今後の相談援助実習

の充実に向けた学習支援のポイントを抽出する

ことを研究目的とした。

「相談援助実習ガイドライン」からみた相談援助実習の学習意識
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要旨　本稿では、福岡県立大学（社会福祉学科）で設置している「相談援助実習」の科目履修生（以下、

履修生）の学習意識に着目する。主な研究目的は、㈳日本社会福祉士養成校協会により示された「相

談援助実習ガイドライン」（以下、ガイドライン）における50の小項目に対する本学社会福祉学科の履

修生（180時間の実習体験を経た履修生）の学習意識（修得意識）に関する課題発見である。そして、

より充実した実習教育を実現するための課題とポイントを把握することである。具体的には、ガイド

ライン小項目の全てについての質問のうち、履修生による回答結果（自己評価）が「全くできない」

で50％を超えた11の項目のみに今回は着目した。

　主な結果としては、ガイドラインによる学習項目に対して、履修生の実習先の主な対象者やサービ

ス利用形態の違いにより、学習できる内容に違いがあることが確認された。具体的には、⑴管理運営

に関する項目（６項目）をはじめとして、⑵地域支援（４項目）、⑶利用者の関係把握に関する事柄（１

項目）が特に学習困難であることなどが明らかになった。
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本郷・梶原・田中：「相談援助実習ガイドライン」からみた相談援助実習の学習意識

Ⅰ　相談援助実習の概要

１．社会福祉士と相談援助実習を巡るこれまで

の主な出来事

1987（昭和62）年に社会福祉士及び介護福

祉士法が制定され、わが国初となる社会福祉

従事者にかかる国家資格制度が誕生した。こ

れは1988（昭和63）年４月に施行されている。

2007（平成19）年の法改正後の社会福祉士の

定義では「社会福祉士の名称を用いて、専門的

知識及び技術をもって、身体上若しくは精神上

の障害があること又は環境上の理由により日常

生活を営むのに支障がある者の福祉に関する相

談に応じ、助言、指導、福祉サービスを提供す

る者又は医師その他保健医療サービスを提供す

る者その他の関係者との連絡及び調整その他の

援助を行うこと（第７条及び第47条の２におい

て「相談援助」という）を業とする者」（第２

条第１項）とされている。

厚生労働省は2006（平成18）年１月に社会・

援護局長の私的懇談会として「介護福祉士のあ

り方及びその養成プロセスの見直し等に関する

検討会」を設置し、その結果を同年７月５日に

報告書としてまとめた。この内容を踏まえ、同

年９月20日から社会保障審議会福祉部会によ

る社会福祉士及び介護福祉士制度のあり方につ

いて審議がなされた。その結果は、さらに同年

12月12日に「介護福祉士制度及び社会福祉士

制度の在り方に関する意見」（以下、「意見書」）

としてまとめられた。

この意見書では、社会福祉士養成の在り方と

して、「教育カリキュラムについて、社会福祉

士制度の施行の後、抜本的な見直しが行われて

おらず、その後の社会福祉士を取り巻く状況の

変化を反映したものになっていないのではない

か」「実習教育について、本来社会福祉士とし

て求められる技能を修得することが可能となる

ような実習内容になっていないのではないか」

「福祉系大学等ルートについて、教育内容等は

大学等の裁量にゆだねられる仕組みになってい

ることから、教育内容等にばらつきが見られる

のではないか」といった点１）などの課題が指

摘され、「教育カリキュラムの在り方」「実習の

在り方」等を検討すべきとの提言がなされた。

以上の提言を受け、社会福祉士が取り組む福

祉サービスの利用支援、成年後見、権利擁護等

の新しい相談援助の業務の拡大を踏まえつつ、

社会福祉士の資質の確保及び向上を図る観点か

ら、法律上の定義・義務等を見直すために「社

会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する

法律案」が第166回通常国会（2007（平成19）

年３月14日）に提出された。その後、同年11月

28日の第168回臨時国会において法案が可決さ

れ、同年12月５日に「社会福祉士及び介護福祉

士法等の一部を改正する法律」（平成19年法律

第125号）として公布された。

具体的な社会福祉士養成に関するカリキュ

ラム等の見直しについては、意見書の指摘を受

け、社会保障審議会福祉部会とは別に専門有識

者と実践者によって編成された「社会福祉士養

成課程における教育内容等の見直しに関する作

業チーム」が2007（平成19）年３月６日に厚生

労働省社会・援護局に設置され検討されたこと

がある。その検討結果に対しては、厚生労働省

により2007（平成19）年12月17日から2008（平

成20）年１月10日までの「社会福祉士及び介護

福祉士養成課程における教育内容等の見直し案

に関する意見募集について」及び2008（平成

20）年２月28日から同年３月12日までの「社会

福祉士及び介護福祉士法施行規則等の一部を改
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正する省令案等に対する意見募集」という計２

回のパブリックコメントが募集されている。こ

のようなパブリックコメントを踏まえて、同年

３月24日の関係省令の公布と３月28日の関係通

知の発出が行われ、新しい教育カリキュラム等

が2009（平成21）年４月１日から施行された。

そして社会福祉士の養成カリキュラムが新しく

なったことに伴い、実習の名称も「社会福祉援

助技術現場実習」から「相談援助実習」に変更

された。この見直しは、実習の質の担保、教育

内容などの標準化をねらいとし、実践力養成を

図る実習教育を目指した改革といえる。

２．相談援助実習の目的と意義

　社会福祉士養成カリキュラムの見直しに伴

い、卒業時の到達点として、ソーシャルワーク

の実践力を有する社会福祉士の養成教育の大

目標として掲げられた。そのための実習の質の

担保や教育内容などの標準化の推進は前述のと

おりである。つまり、卒業時にいかに実践力を

もった社会福祉士になれるかが目標とされたた

め、現場理解・職種理解に留まらず、社会福祉

士としての利用者支援に必要な知識や技術に関

する経験及び理解が相談援助実習の目的となっ

ている。これに基づき、社会福祉士養成校及び

実習施設における相談援助実習では、⑴社会福

祉の現場において行われる実践的な学びの場と

なる教育的意義、⑵実習指導者や教員が将来の

仲間や後輩を育てるという技能伝達・人材育成

面での意義が大きくなっている。

３．相談援助実習の概要

⑴　教育に含まれるべき内容

　本稿では、体験・見学実習ではなく、後述す

る180時間で行う実習に焦点化しているが、相

談援助の実習教育に含まれるべき事項として次

の８点を掲げている２）。それは、ア）利用者や

その関係者、施設・事業者・団体等の職員、地

域住民やボランティア等との基本的なコミュニ

ケーションや人との付き合いなどの円滑な人間

関係の形成、イ）利用者理解とその需要の把握

及び支援計画の作成、ウ）利用者やその関係者

（家族・親族・友人等）との援助関係の形成、エ）

利用者やその関係者（家族・親族・友人等）へ

の権利擁護及び支援（エンパワメントを含む。）

とその評価、オ）多職種連携をはじめとする支

援におけるチームアプローチの実際、カ）社会

福祉士としての職業倫理、施設・事業者・機関・

団体等の職員の就業などに関する規定への理

解と組織の一員としての役割と責任への理解、

キ）施設・事業者・機関・団体等の経営やサー

ビスの管理運営の実際、ク）当該実習先が地域

社会の中の施設・事業者・機関・団体等である

ことへの理解と具体的な地域社会への働きかけ

としてのアウトリーチ、ネットワーキング、社

会資源の活用・調整・開発に関する理解である。

この内容を踏まえ、実習指導者は各実習施設・

機関において実習プログラムを作成している。

⑵　相談援助実習における３つの視点と実習

期間

相談援助実習ではソーシャルワークが展開さ

れる職場・組織、職種業務について学ぶ必要が

あることから、「職場実習」、「職種実習」、「ソー

シャルワーク実習」の３段階での展開が推進さ

れている３）。すなわち、「職場実習」では、社

会福祉士が働く実習施設・機関が、どの地域に、

どのような人を対象として、何を目的に施設・

機関が設置され、どのような体制で援助が行わ

れているのかを理解する段階、「職種実習」で
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は、社会福祉士が職場において、どのような役

割をもち、どのようなスケジュールで１日の仕

事に取り組んでいるのか等について理解する段

階、「ソーシャルワーク実習」では、ニーズ把握、

アセスメント、ニーズの構造化、援助目標・計

画の作成、契約、サービスマネジメント（資源

調整・動員）、資源開発、家族・地域関係調整、

モニタリング、サービス評価・改善、苦情解決、

代弁、運営管理、スーパービジョン、職員研修、

ソーシャルアクションといった「利用者のエン

パワメント」「利用者と環境との接点への介入」

を行う、社会福祉士の中心業務となる部分を体

験し理解する段階である。このように３段階に

分けることで、社会福祉士に必要な教育内容と

質の確保、標準化を図っている。

相談援助実習は、厚生労働省が定める実習

施設・機関で180時間の実習を行うことを義務

化している。具体的には、実習時間180時間の

うちに120時間以上は同一施設にて実施するこ

とが定められており、養成校の教育方針によ

り「１ヶ所で180時間の実習を行う」、あるいは

「１ヶ所は120時間、もう１ヶ所は80時間の実習

を行う」といった２パターンが選択可能である。

しかし、特に後者の場合には、１施設での80時

間の実習では「職場実習」、「職種実習」、「ソー

シャルワーク実習」の達成は困難だと推測され

る。

４．相談援助実習と実習指導

　厚生労働省は「相談援助実習」の前後に実施

する科目として「相談援助実習指導」を位置づ

けている。これは、実習事前指導と実習中の実

習巡回訪問指導、実習事後指導の３つに大別さ

れ、90時間以上実施することが定められてい

る。「相談援助実習」の概要は前述したが、「相

談援助実習指導」の教育内容のねらいとして、

①相談援助実習の意義について理解する、②相

談援助実習に係る個別指導並びに集団指導を通

して、相談援助に係る知識と技術について具体

的かつ実際的に理解し実践的な技術等を体得す

る、③社会福祉士として求められる資質、技能、

倫理、自己に求められる課題把握等、総合的に

対応できる能力を習得する、④具体的な体験や

援助活動を、専門的援助技術として概念化し理

論化し体系立てていくことができる能力を涵養

するという４点を掲げている４）。

また、教育に含まれるべき事項５）として、ア）

相談援助実習と相談援助実習指導における個別

指導及び集団指導の意義、イ）実際に実習を行

う実習分野（利用者理解含む。）と施設・事業

者・機関・団体・地域社会等に関する基本的な

理解、ウ）実習先で行われる介護や保育等の関

連業務に関する基本的な理解、エ）現場体験学

習及び見学実習（実際の介護サービスの理解や

各種サービスの利用体験等を含む。）、オ）実習

先で必要とされる相談援助に係る知識と技術に

関する理解、カ）実習における個人のプライバ

シーの保護と守秘義務等の理解（個人情報保護

法の理解を含む。）、キ）「実習記録ノート」への

記録内容及び記録方法に関する理解、ク）実習

生、実習担当教員、実習先の実習指導者との三

者協議を踏まえた実習計画の作成、ケ）巡回指

導、コ）実習記録や実習体験を踏まえた課題の

整理と実習総括レポートの作成、サ）実習の評

価全体総括会、の11点がある（※前述した実習

事前指導にあたる項目がア）～ク）であり、実習

巡回訪問指導はケ）にあたる、そして、実習事

後指導はコ）サ）と各項目に対応している）。
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Ⅱ　過去の実習課題と相談援助実習ガイドラ

インの概要

１．先行研究等にみる相談援助実習における課

題

　先行研究によると、過去の「社会福祉援助技

術現場実習」におけるガイドラインの課題とし

て、実習生は多岐にわたる種別の実習先に配属

されるため、ガイドラインに定められた内容で

は、実際の実習に対応できない実習領域の存在

が指摘されている。例えば、松岡等（2014）に

よれば、「常に支援の対象となる利用者が目の

前にいる入所系の実習施設と、利用者が限定さ

れていない地域系の実習施設では行うことがで

きる実習の内容が大きく変わってくる。」と指

摘している。この指摘からも、入所系施設であ

れば、利用者のニーズ把握やアセスメント等は

比較的取り組みやすいが、社会福祉協議会では

困難などのように、配属される実習先によって

学習成果に差が生じやすいことが考えられる。

　福祉現場の実態と社会福祉援助技術現場実習

におけるガイドラインとソーシャルワーク実習

の内容の間にズレが生じることが想定されるな

かで、これまでのガイドラインでは達成が難し

いと想定される内容については新ガイドライン

として整理され、180時間という限られた時間

のなかで、より実現可能な内容として改められ

ている。

２．ガイドラインの策定背景と目的

「相談援助実習」は、社会福祉士の専門性の

構成要素となるソーシャルワークの価値・知

識・技術に関する学びを、現場実践にあてはめ

て確認するとともに、初任者として求められる

ソーシャルワーク実践力の習得・獲得を目標と

する科目である。そのため、㈳日本社会福祉士

養成校協会はガイドラインを作成し、会員校に

準拠してもらうことを通じ、実習教育の標準化

と質の向上を図っている。

　「相談援助実習」の内容や到達目標が標準化

された場合、それに耐え得る価値・知識・技術

に関する事前学習の内容・質も同時に問われて

くる。そこで㈳日本社会福祉士養成校協会は、

「相談援助実習ガイドライン」と同時に、相談

援助実習内容と到達目標の標準化を目的に「相

談援助実習指導ガイドライン」も併せて作成し

ている。

３．ガイドラインの概要と内容

ガイドラインは、厚生労働省通知「大学等に

おいて開講する社会福祉に関する科目の確認に

係る指針について」に示される「相談援助実習」

および「相談援助実習指導」の教育内容（「ね

らい」「教育に含まれるべき事項」）に準拠する。

つまり、相談援助実習・相談援助実習指導にお

いて具体的に獲得・到達すべき水準を示すこと

により、「相談援助実習」「相談援助実習指導」

の標準化を図るとともに、その達成度評価尺度

を実習生主体で示している。つまり、各養成校

がそれぞれのカリキュラム編成、シラバス作成、

授業計画・学習指導案作成の際に参考になるよ

うに実習評価表との連動を意識しつつ、「社会

福祉士養成における実習教育の最低基準（ミニ

マム）」を示したものであるといえる。ただし、

各養成校等の実習目標・内容に関する創意工夫

を制限するものではなく、むしろ各養成校には、

ガイドライン内容を満たした上でより効果的な

実習教育に取り組むことを期待している。
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⑴　ガイドラインにおける中項目

ガイドライン中項目は、厚生労働省が示す教

育内容（＝大項目）に対応し、実習生が経験す

る項目であり、実習目標を達成するために経験

する項目を「～を学ぶ」という表現に可能な限

り統一している。また、実習評価表の項目は、

基本的にこのガイドライン中項目に連動する。

そのため、各項目の評価をつける際には、該当

する中項目内の小項目に掲げられている事項を

参考に、その到達度合いの総合評価を行うこと

になる。

⑵　ガイドラインにおける中項目の全体状況

ガイドラインにおける実習生が習得すべき中

項目として、次の21点が揚げられている（そ

の各々の項目にさらに具体的な小項目が50あ

る）。この中項目は、⑴利用者、職員、グルー

プ、地域住民等との基本的なコミュニケーショ

ンを学ぶ、⑵円滑な人間関係を学ぶ、⑶利用者

理解の方法を学ぶ、⑷利用者の動向や利用状況

を学ぶ、⑸利用者、グループ、地域住民等への

アセスメントとニーズ把握の方法を学ぶ、⑹個

別支援計画等、様々な計画の策定方法を学ぶ

（プランニングまでを主として）、⑺利用者と

の援助関係の形成の意味と方法を学ぶ、⑻利用

者とその家族の関係を学ぶ、⑼利用者と関係者

（家族等）への権利擁護及びエンパワメント実

践を学ぶ、⑽モニタリングと評価方法を学ぶ、

⑾実習機関・施設の他職種、他職員の役割と業

務及びチームアプローチのあり方を学ぶ、⑿実

習機関・施設の会議の運営方法を学ぶ、⒀関連

機関・施設の業務や連携状況を学ぶ、⒁社会福

祉士の倫理を学ぶ、⒂就業規則について学ぶ、

⒃実習機関・施設の組織構造及び意思決定過程

を学ぶ、⒄実習機関・施設の法的根拠、財政、

運営方法等を学ぶ、⒅業務に必要な文書様式の

記入内容・方法等を学ぶ、⒆実習機関・施設の

ある地域の歴史や人口構造等を学ぶ、⒇実習機

関・施設のある地域の社会資源を学ぶ、21地域

社会における実習機関・施設の役割と働きかけ

の方法等を学ぶのである。

以上の中項目の内容は、社会福祉士を目指す

上で必要な知識や技術であり、実習目標を達成

するための経験を通じた学習項目である。ガイ

ドラインは、180時間の実習で経験すべき事項

を中項目で規定しており、更に小項目で具体化

することにより実習の質の担保、教育内容の標

準化を図っている。

⑶　ガイドラインの想定課題

　多くの社会福祉士養成校のホームページ等を

みると、各養成校の多くは、学生が学内で学ん

できた基本的な知識・技術の上に実習を通じた

体験学習により実際の理解を深めるという位置

づけをとっている。そのため、各々の現場実習

を通して得る知識や経験というスペシフィック

な学びから、養成課程での教育により知識と経

験とを結び付けるジェネリックな学びの支援が

重要な課題となる。

ここでヒューマン・サービス分野６）におけ

る医師や看護師を目指す医療系の実習をみる

と、その養成教育においては、多様な実践現

場に実習生として配属されている。かれらは、

様々な診療科目等で活躍している医師や看護師

に出会っている。しかし社会福祉士を養成する

実習教育では、実習施設の種別が具体的に規定

されており、最大２か所での実習となっている

ため、スペシフィックな学びが多いことが想定

される。
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Ⅲ　相談援助実習ガイドラインと領域・利用

形態からみた実習生の状況 

　　― 福岡県立大学社会福祉学科の「相談援助

実習」履修生への支援を想定して―

１．調査概要

⑴　調査の背景と目的

先述したとおり、本稿では履修生によるガイ

ドラインの達成にあたり、実習領域や通所・入

所型施設等のサービス利用形態により学習でき

る内容に隔たりがあると考えている。したがっ

て、どのような施設でどのような学びが難しい

かという問題を把握し、適切な指導体制（フォ

ローアップ含む）につなげることが重要にな

る。そこで、福岡県立大学人間社会学部社会福

祉学科の履修生を対象に、今後の相談援助実習

の学習支援のポイントの把握を試みた。具体的

には㈳日本社会福祉士養成校協会が示すガイド

ラインにおける実習で学ぶべき事柄（50の小項

目）に対する学生の習得意識を把握し、相談援

助実習の指導において優先性が高いと思われる

実習教育上の課題（実習で学びにくい事柄の把

握）を把握することを目的とした。

⑵　調査対象と方法

　本調査の調査対象者は、2013年度及び2014

年度に福岡県立大学人間社会学部社会福祉学科

における「相談援助実習」の履修生全員（社会

福祉学科３年生が対象）とした。調査方法はア

ンケート用紙を用いた集合調査である（欠席者

に対しては後日提出して頂いた）。（※調査の企

画と実施：人間社会学部 本郷秀和）

⑶　調査時期と回収数・率

①2013年度調査：2013年10月７日（月曜１

時間目）、回収数58/59、回収率98.3％

②2014年度調査：2014年10月９日（木曜２

時間目）、回収数48/52、回収率92.3％

⑷　回答形式と分析視点

ガイドラインは、実習生が実習を通じて学ぶ

べき項目として50の小項目を設定している。こ

の50項目については、質問紙調査での回答形式

を「１ 全くできない」「２ あまりできない」「３ 

どちらでもない」「４ おおむねできる」「５ 十

分できる」とし、調査対象者に各項目の目標の

達成感に関する自己評価を依頼した。主な分析

視点としては、先の仮説を検証するために、実

習先の対象者とサービス利用形態を設定した。

なお、後述するトリプルクロス表について、実

習先の主な対象者が「障害児者」かつサービス

利用形態が「病院」となっているものは、主に

障害者児を対象とした福祉的支援を行う治療機

能を持つ施設であり（詳細は個別法人が特定さ

れるため省略）、専門相談機関とは、地域包括

支援センター、相談支援事業所、児童相談所を

意味する。

なお、トリプルクロス表の作成過程におい

て、各セルのサンプル数が少なくなることも考

慮したが、今回は実習先の主な対象者別の中で

もサービス利用形態毎の学びの違いを細かく把

握することを可能にするために採用した。

⑸　倫理的配慮

　本調査の倫理的配慮として、まず質問紙の項

目作成にあたっては、㈳日本社会福祉士養成校

協会作成のガイドラインを使用していることを

調査票に明記した（回答形式は筆者（本郷）作

成）。そして調査票に①得られたデータは教育・

研究以外の目的に使用しないこと、②回答者個

人が特定されるような形での公表をしないこ
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と、③授業の成績には一切影響を及ぼさないこ

と、④協力は任意であることを明記すると同時

に、調査実施時には複数の教員の立会いの下で

口頭でも説明した。

２．調査結果：ガイドライン小項目と実習先の

主な対象者・利用形態別の学習意識

相談援助実習ガイドラインの小項目には、相

談援助実習で学ぶべき事柄が具体的に列記され

ている。この項目には、ダブルバーレル質問が

含まれる項目があるものの、履修生の項目毎の

習得状況の傾向は一定程度把握できると考えら

れる。そこで、実習生が特に実習で学ぶことが

困難な状況となっている項目について、実習先

のサービス対象者領域毎の観点（特にサービ

ス利用形態別の視点）から「１ 全くできない」

が50％を超えた11の質問項目７）に着目し、そ

の課題を検討する（欠損値除外）。

「実習機関・施設の数年分の入退所の動向や

利用状況を確認し、特徴や傾向等を踏まえて考

察したことや分析したことの説明」（表１）の

結果について、まず対象者別（合計）でみると、

「児童」「住民」を除くと他の全ての対象者領域

で「全くできない」「あまりできない」の合計

が50％を超えており、「障害児者」64.6％、「患

者」57.9％の順に多い。また、サービス利用形

態別では、「全くできない」「あまりできない」

の合計は「通所系」86.7％がかなり多く、次に

「入所系」59.2％、「病院」56.5％の順となる。

この他、「児童」の「入所系」では「全くでき

ない」が50％となり、特に実習での学びが困難

な状況がうかがえる。

このような結果からは、実習生が実習機関・

施設の入退所動向や利用状況を理解する機会が

⑴　実習機関・施設の数年分の入退所の動向や利用状況を確認し、特徴や傾向等を踏まえて考察した

ことや分析したことの説明（表１）
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少ないために、考察・説明が困難になっている

と考えられる。また、半数以上が考察・分析結

果を説明できないということは、実習機関・施

設の社会的な存在意義を理解することが難し

かったともいえる。特に実習先が①「児童」「住

民」以外が支援対象である場合と②「通所系」

の場合には、大学内で実施される実習指導者事

前説明会や三者協議等において、今後確認を要

する重要な事柄になる。

「担当する利用者（特定ケース）と家族との

関係性をエコマップやジェノグラムを活用し説

明」（表２）については、対象者別（合計）で

みると「全くできない」「あまりできない」の

合計が50％を超えたものは「障害児者」64.5％

のみとなった。また、サービス利用形態別でみ

ると、「全くできない」「あまりできない」の合

計が50％を超えたのは「通所系」73.3％、「入

所系」62.9％である。つまり、「障害児者」を

対象とする場合と「通所系」「入所系」の場合

では、特に担当利用者の設定やその利用者に対

する個人情報を担保した利用者の関係性の把握

方法等を実習で模索・充実させることが必要で

ある。その他、「児童」の「入所系」に着目す

ると「全くできない」のみで50％を占めている

ため、個人情報の把握が比較的困難な実習先で

あるとも考えられる。加えて、対象者別で最も

多い「障害児者」のみに着目した場合では、「全

くできない」「あまりできない」の合計が「入

所系」80％、「通所系」73.3％にものぼり、「児

童」の「入所系」が75％となった。

　総じて、エコマップやジェノグラムの作成に

は、特定ケース（担当利用者）の個人情報に関

する詳しい把握が必要となるため、実習を通じ

た理解が困難になりやすいと推測される。加え

⑵　担当する利用者（特定ケース）と家族との関係性をエコマップやジェノグラムを活用し説明（表２）
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て、利用者の障害特性による同意の得づらさ、

利用者と実習生との信頼関係の未構築、実習施

設の個人情報保護の開示方針等の影響を受けて

いることが考えられる。しかし、「病院」では

「おおむねできる」「十分できる」が半数を超え

ていることもあり、本項目は対象者別では「障

害児者」、利用形態別では「通所系」「入所系」

での改善すべき課題だと考えられる。

　「実習機関・施設における苦情解決の流れの

説明」（表３）について、まず対象者別（合計）

でみると「全くできない」「あまりできない」

の合計が50％を超えたものは「児童」77.0％が

最多で「住民」68.4％、「患者」63.2％となっ

た。また、サービス利用形態別で「全くできな

い」「あまりできない」の合計が50％を超えた

のは「入所系」を除く全ての項目となり、「社

協」68.4％、「専門相談機関」64.7％、「病院」

63.2％、「通所系」60.0％の順となる。さらに「全

くできない」に着目した場合には、「障害児者」

の「専門相談機関」と「児童」の「入所系」と

もに50.0％を占めており、特に実習を通じた理

解が困難な状況である。また、全体的には「ど

ちらでもない」の回答も比較的多く目立つた

め、項目そのものに対する理解が浸透してない

とも読み取れる。

　以上のことから、「児童系」「病院」「社協」

における苦情解決の理解促進を図ることが実習

課題として挙げられる。ただし、児童相談所等

の行政機関における苦情申し立てには時間と

手続きに時間がかりやすいことや最終的な相談

機関になりやすいことなども留意する必要があ

る。さらに社会福祉協議会では日常生活自立支

援事業等の権利擁護（福祉サービスの苦情申し

立て支援等）に関する活動にも取り組んでお

り、組織そのものに対する苦情解決の流れの理

解が困難になっていることも考えられる。

⑶　実習機関・施設における苦情解決の流れの説明（表３）
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　「会議の運営方法についての説明」（表４）に

ついて、対象者別（合計）の結果では「全くで

きない」「あまりできない」の合計が50％を超

えたものは「患者」52.6％のみである。また、

サービス利用形態別で「全くできない」「あま

りできない」の合計が50％を超えたのは「通所

系」66.6％のみである。さらに対象者別の個々

のサービス利用形態でみると、「児童」の「入

所系」で「全くできない」が75.0％とかなり多

く、「障害児者」の「通所系」も「全くできな

い」「あまりできない」の合計で66.6％にのぼ

るため、優先的に改善を要する事柄だと考えら

れる。

　以上のような結果からは、特に「児童」の「入

所系」をはじめとして、「障害児者」の「通所

系」で開催される会議の準備や参加が困難にあ

る状況がうかがえる。しかし、多職種連携をは

じめとする支援におけるチームアプローチの実

際を学ぶためには、他職種の役割・業務の理解

やチームアプローチのあり方を理解するだけで

なく、会議を運営の方法を説明できなければな

らないため、今後の充実が必要である。

「実習機関・施設の意思決定過程（稟議の流

れ等）、決議機関、委員会の役割等についての

説明」（表５）について、まず対象者別（合計）

の結果をみると、「全くできない」「あまりで

きない」の合計が50％を超えたものは「患者」

57.9％のみであった。また、サービス利用形態

別で「全くできない」「あまりできない」の合

計が50％を超えたのは「通所系」60.0％が最も

高く、次に「病院」56.5％の順となる。この他、

「児童」の「入所系」では「全くできない」が

50％となり、半数が実習での学びが困難な状況

がうかがえる。

このような結果から、実習生が実習機関・施

設の意思決定過程や決議機関、委員会の役割等

⑷　会議の運営方法についての説明（表４）
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を参加する機会が少ないために説明困難になっ

ていると考えられる。特に実習先が「病院」、「児

童」の「入所系」は参加する機会が困難な状況

にあることがうかがえる。この背景には、例え

ば実習機関・施設における利用者の処遇（入院

形態の変更、児童の施設入所の検討）などが挙

げられる。これらの検討の際には個人情報に係

る内容が含まれるため、学生である実習生の参

加が困難であったと考えられる。しかし、直接

的に実習生がその場に関われなくとも、（倫理

的配慮がなされた）事例を通して、意思決定過

程、決議機関、委員会の役割等について学ぶ機

会を確保することはできる。そのため、今後実

習機関・施設及び実習指導者と養成校との協議

が必要である。

「実習機関・施設の法的根拠及び予算・事業

計画、決算・事業報告についての説明」（表６）

について、対象者別（合計）の結果をみると、「全

くできない」「あまりできない」の合計が50％

を超えたものは「住民」を除く全ての項目とな

り、「患者」73.7％、「児童」61.6％、「障害児者」

61.3％、「高齢者」57.9％の順となった。また、

サービス利用形態別では「全くできない」「あ

まりできない」の合計が50％を超えたのは「病

院」73.9％が最も高く、次に「入所系」70.3％、「通

所系」53.4％の順となる。実習指導者が事業計

画・報告や予算・決算等にどの程度理解し、関

わっているかは不明ではあるが、基本的な組織

運営に関する事柄に関する学習は実習では困難

な状況がある。加えて、施設の事務担当者等に

よる実習支援も必要となり、どのように必要な

調整を行うかが課題であろう。このほか、特に

「障害児者」の「専門相談機関」、「児童」の「入

所系」で「全くできない」が50％となり、半数

が実習での学びが困難な状況にある。

総じて、実習生が法的根拠及び予算・事業計

画、決算・事業報告に参加する機会が少なく、

特に「社協」を除く全ての実習施設で参加する

⑸　実習機関・施設の意思決定過程（稟議の流れ等）、決議機関、委員会の役割等についての説明（表５）



― 44 ―

福岡県立大学人間社会学部紀要　第24巻　第１号

― 45 ―

本郷・梶原・田中：「相談援助実習ガイドライン」からみた相談援助実習の学習意識

機会が困難な状況にある。実習機関・施設の法

的根拠、財政、運営方法等を学ぶには、実習機

関・施設の法的根拠が記載されている文書の説

明を受けることや事前学習で調べた事業報告書

及び決算書に関する説明を聞き、不明な点を質

問するなどの実習内容が求められる。実習生が

将来、現場で働く上で所属する施設の成り立ち

について学び、その職場環境のなかでソーシャ

ルワークに取り組むことは職業人として重要な

視点であるため、どのように学ぶかが今後の課

題の１つとなる。

「実習機関・施設で用いられる文書の種類・

用途・管理方法についての説明」（表７）につ

いて対象者別（合計）の結果をみると、「全く

できない」「あまりできない」の合計が50％を

超えたのは「児童」を除く全ての項目となり、

「障害児者」58.1％、「高齢者」52.7％、「住民」

52.6％、「患者」50.0％の順となった。また、サー

ビス利用形態別では「全くできない」「あまり

できない」の合計が50％を超えたのは「通所系」

66.7％をはじめとして、「入所系」55.5％、「病院」

54.6％、「社協」52.6％の順となる。特に「児童」

の「入所系」では「全くできない」が50％とな

り、半数が実習での文書関係の学びが困難な状

況がうかがえることから、優先性が高い改善を

図るべき項目になると考えられる。

以上の事柄は、実習生が文書の種類・用途・

管理方法について触れる機会が少ないために、

説明困難になっていると考えられる。特に「児

童」を除く全ての対象者においては、触れる機

会が困難な状況がうかがえる。ガイドラインで

は、業務に必要な文書様式の記入内容・方法等

を学ぶことを目的とし、文書の種類や用途・管

理方法と共に実習生に対する「業務日誌・ケー

ス記録の特性や書き方の説明」を実習機関・施

設に求めているが、個人情報に係る倫理的な問

題から文書やその管理方法について触れる機会

が少なかったことも考えられる。しかし、実習

⑹　実習機関・施設の法的根拠及び予算・事業計画、決算・事業報告についての説明（表６）
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機関・施設の利用者支援を検討する上では、個

人情報の取り扱いなどを学ぶ機会は必要であ

る。そのため養成校からの実習生対応の理解の

促進、個人情報の取り扱いを含めた倫理的な配

慮など、実習機関・施設及び実習指導者との一

層の協議が求められる。

「当該地域の地域福祉計画・地域福祉活動計

画の特徴をあげることの説明」（表８）につい

て、対象者別（合計）でみた場合、「全くでき

ない」「あまりできない」の合計で50％を超え

たものは「住民」を除く全てとなった。具体

的には「障害児者」71.0％が最も高く、「患者」

68.4％、「高齢者」63.2％「児童」53.8％の順と

なった。また、サービス利用形態別の「全くで

きない」「あまりできない」の合計が50％を超

えたものは、「通所系」80.0％が最も高く、続

いて「入所系」70.3％、「病院」69.6％となっ

た。なお、「全くできない」のみに着目した場

合では、「障害児者」の「専門相談機関」、「病院」

で50.0％と最も高い。

　総じて、地域福祉計画は行政、地域福祉活動

計画は社会福祉協議会が主となり作成する計画

であるため、実習施設が直接かかわることが少

ないと思われるため、このような結果になった

とも考えられる。特に調査結果からは、特に対

象者別では「障害児者」領域、サービス利用

形態別では「通所系」「入所系」「病院系」の

実習現場において、特に地域の地域福祉計画や

地域福祉活動計画に実践を関連づける機会が少

ないために、特徴をあげることが困難になって

いる。したがって、実習前の学習において、積

極的に調査等を行い一定程度の学習が必要にな

る。

「当該地域アセスメントを行うこと」（表９）

について、まず対象者とサービス利用形態の合

計をみると、「全くできない」「あまりできない」

の合計が64.4％となり、６割を超える実習生が

達成困難な状況にある。対象者別（合計）をみ

⑺　実習機関・施設で用いられる文書の種類・用途・管理方法についての説明（表７）
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ると、「全くできない」「あまりできない」の合

計が50％を超えたのは、「障害児者」83.9％と

かなり高く、続いて「児童」69.3％、「患者」「高

齢者」68.4％の順となる。サービス利用形態別

でみた場合では、「全くできない」「あまりで

きない」の合計が「社協」21.1％を除いて全て

50％を超えており、「通所系」93.3％、「入所系」

81.4％と高く、「病院」69.5％、「専門相談機関」

52.9％の順となった。

さらに対象者別（合計）で最も高い「障害児

者」に着目した場合、「全くできない」が「通

所系」73.3％、「専門相談機関」と「病院」が

50.0％となっている。その反面、「十分できる」

「おおむねできる」の合計が０％であることか

ら、当該地域アセスメントに触れる機会が全く

ない。

このような結果から、「住民」を除いた対象

者においては地域アセスメントを学ぶ機会が少

ないことが考えられる。また、相談援助実習

指導ガイドラインによれば想定される実習内容

として「地域アセスメントの方法に関するスー

パービジョンを受け実際に行う」とあるが、実

習指導者が地域アセスメントを行っていないこ

とも考えられる。

「当該地域におけるネットワーキングの実践

の説明」（表10）について、対象者別（合計）

をみると「全くできない」「あまりできない」

の合計で50％を超えたのは「児童」69.3％、

「障害児者」64.6％、「高齢者」63.1％、「患者」

57.9％の順となり、「住民」26.3％を除く全て

となった。サービス利用形態別においては、「全

くできない」「あまりできない」の合計が50％

を超えたのは「通所系」86.6％が最も高く、「入

所系」62.9％、「病院」57.9％の順となる。特

に「通所系」と「社協」を比較すると、４倍近

くの差がみられていることも見逃せない。ま

た、「全くできない」のみに着目すると「障害

児者」の「通所系」53.3％、「児童」の「入所系」

⑻　当該地域の地域福祉計画・地域福祉活動計画の特徴をあげることの説明（表８）
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が50％以上となり、優先性が高い改善すべき課

題としても考えられる。

　このような結果からは、実習内容として関係

機関や住民組織がかかわる会議や行事に参加す

ることが想定されるが、参加する機会があるが

ネットワーキングへの取り組み等、実習先にお

いて地域社会への働きかけが社協以外では少な

いことが考えられる。

⑼　当該地域アセスメントを行うこと（表９）

⑽　当該地域におけるネットワーキングの実践の説明（表10）
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「当該地域住民や当事者の組織化の方法の説

明」（表11）について、対象者別（合計）の「全

くできない」「あまりできない」の合計では、「住

民」以外の全てで50％を超えており、特に「障

害児者」77.4％が最も高く、「高齢者」63.1％、

「児童」61.5％、「患者」57.9％の順と続く。こ

れをサービス利用形態別でみると、「全くでき

ない」「あまりできない」の合計では、「通所系」

が100.0％となり、続いて「入所系」62.9％、「病

院」60.9％、「専門相談機関」53.0％と続いて

いる。つまり、「社協」以外はすべて50％を超

える結果となっており、特に「児童」の「入所

系」で「全くできない」が50.0％を超えている。

　この結果からは、「住民」を対象とした「社協」

において、地域住民や当事者の組織の会議や行

事に参加する等の機会が他と比べ多いことから

このような結果が生じたことが考えられる。ま

た、当事者の組織化に必要となるグループワー

ク等の専門技術を学習する機会の不足により、

方法の説明が困難になったとも推測された。

Ⅳ　結論と今後の方向性

　先述したように、本稿ではガイドライン小項

目の質問のうち、「全くできない」「あまりでき

ない」の合計が50％を超えたものが存在する

もののみを取り上げた。その傾向を把握するた

め、表12でカテゴリー化を試みた結果、⑴管理

運営に関する項目（６項目）をはじめとして、

⑵地域支援（４項目）、⑶利用者の関係把握（１

項目）に関する学習が実習では困難になりやす

い傾向がみられた。特に⑴からは、利用者への

直接支援というよりも、福祉サービスを提供す

る組織の管理運営の実情を実習で学べる体制を

強化していく必要性が考えられた。これは養成

校内における事前学習では困難な部分が多く、

⑾　当該地域住民や当事者の組織化の方法と説明（表11）
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事前の実習指導者説明会等で確認すべきポイン

トの１つとなる。また、⑵からは、後述する社

会福祉協議会以外での実習では学ぶことが困難

な状況があり、地域支援に関する学習体験の全

体的な理解不足がみられる結果となった。

　一方、表12で整理した⑵主な対象者の領域か

らみた課題としては、11項目中10項目を占める

「患者」、８項目を占める「障害児者」、７項目を

占める「児童」等が比較的学びにくい状況にあ

ることがわかる。特に着目すべきは、まず全11

項目のうち「患者」を対象とするものが10項目

も含まれていたことである。次に「障害児者」

を対象とする場合が11項目中の５項目で最も学

びにくい状況にあることも課題である。この他、

地域支援に関する学習が住民を支援対象とする

組織（社会福祉協議会）以外では困難な状況に

置かれていることも明らかになったが、この背

景には、実習先の機能の影響があると思われる。

他方、表12の⑶サービス利用形態から捉えた

課題としては、「通所系」が11項目全てで学び

にくい状況があり、うち９項目で最多である。

そして「病院」で９項目、「入所系」で８項目

が学びにくい状況になっていることも明らかに

なった。その一方で、「社協」では11項目中２

項目、「専門相談機関」では４項目程度に留まっ

ている。つまり、専門相談機関（地域包括支援

センター等）や社会福祉協議会での実習が比較

的、現行ガイドラインによる学習を達成しやす

いとも考えられる。

上記のような課題に対する対応について、た

とえば ⑴180時間を超える時間を想定した２か

所以上での実習体制の構築（社会福祉協議会や

専門相談機関と通所系・病院・入所系との組み

合わせ）、⑵事前学習における実習先との密接

な連携・調整・確認作業等の強化等に取り組む

必要性が推測された。しかし、現実の教育体制

では、受け入れ施設及び実習時間の確保や労力

等の理由により困難だとも予想され、現実的に

は厳しい状況にある。また、ガイドラインから

みた場合では、相談援助実習の問題点や修正点

（例えば、入所系・通所系・病院等での実習先

に応じた実習ガイドラインの検討等）について

も、今後に相談援助実習の経験値を積み重ねて

いくことで実態と合ったものになるように養成

校側が働きかけていく必要もある。

おわりに（今後の課題と限界点）

これまでの結果からは、社会福祉士がジェネ

ラリストのソーシャルワーカーであるがゆえ

に、ガイドラインでは幅広い学習が求められて

いる反面、実習生が参加する実習施設により習

得できる学習内容に隔たりがあることが確認で

きた。特に学習困難な項目については、今後に

より丁寧に把握し、幅広く学べる体制が形成さ

れるように実習施設に働きかけていくことや事

前学習等で補強していく必要があろう。実習先

によって学ぶことができる事柄の格差を是正す

るためには、実習前に行う大学教員と実習担当

者、学生との調整活動（三者協議）の強化も必

要であるとは考えられるが、実際には実習施設

の機関の機能や実習指導者の多忙さなどの影響

も受ける。

本調査の限界としては、⑴サンプル数が少な

いこと、⑵あくまでも実習生の自己評価である

こと、⑶他の小項目の結果分析まで取り組めな

かったことなどの点がある。しかし、実習先は

本学以外の複数の社会福祉士養成校の実習生を

受け入れている場合も多く、かつ実習施設の機

能は基本的に変わらないことから、一定の信頼
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性が得られたと思われる。

最後に、大学等の養成校と実習施設等におけ

る相談援助実習の経験の蓄積とガイドラインの

浸透などにより、以上のような課題が現場レベ

ルにおいても今後に是正されることが期待され

る。そこで筆者（本郷）は、これまで福岡県立

大学における相談援助実習履修生への調査を過

去数年にわたり実施してきたが、今後はこの

データを基に①ガイドラインで示す実習で学ぶ

べき項目の学習状況（修得意識や理解度）と実

際の体験状況との関係把握（相関係数を用いた

把握等）や②ガイドラインでの学習目標に対す

る年度毎の履修生の学習到達意識の変化や課題

の比較検討（課題の解決に向けたモニタリング

を分散分析等で検証予定）の必要性を考えてお

り、今後に取り組む予定である。

注

１） 厚生労働省（2006）「介護福祉士及び社会福祉士制

度の在り方に関する意見」社会保障審議会福祉部会、

p24.

２） 文部科学省高等教育局長 清水潔・厚生労働省社会・

援護局長 中村秀一（2008）「大学等において開講する

社会福祉に関する科目の確認にかかる指針について」

p11-12.

３） 社団法人日本社会福祉士養成校協会（2012）「相

談援助実習指導・現場実習教員テキスト」中央法

規,p156-157.

４）５）文部科学省高等教育局長 清水潔・厚生労働省社

会・援護局長 中村秀一（2008）「大学等において開

講する社会福祉に関する科目の確認にかかる指針に

ついて」p10-11.

６） 福田（1993）によれば、ヒューマン・サービスと

は「全人的かつ主体的な人間存在の諸側面に関わる

医療、公衆衛生、社会福祉、教育、労働、余暇活動、

文化活動、住宅、司法などの諸領域を包括する上位

概念」として位置づけられる。

７） 全体で「１ 全くできない」「２ あまりできない」

の合計が40％以上50％未満の項目は４項目存在して

いた。
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表
12
　
相
談
援
助
実
習
で
学
び
に
く
い
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
項
目
（
※
自
己
評
価
「
全
く
で
き
な
い
」「
あ
ま
り
で
き
な
い
」
の
合
計
50
％
以
上
の
み
⑵
⑶
に
掲
載
）

カ
テ
ゴ
リ
ー

⑴
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
小
項
目

⑵
主
な
対
象
者
の
領
域

⑶
サ
ー
ビ
ス
利
用
形
態

⑴
管
理
運
営
①
実
習
機
関
・
施
設
の
数
年
分
の
入
退
所
の
動
向
や
利
用
状
況
を
確
認
し
、
特
徴
や
傾

向
等
を
踏
ま
え
て
考
察
し
た
こ
と
や
分
析
し
た
こ
と
の
説
明

障
害
児
者
（
64
.6
％
）・
高
齢
者
・

患
者

通
所
系
（
86
.7
％
）・
入
所
系
・
病
院

②
実
習
機
関
・
施
設
に
お
け
る
苦
情
解
決
の
流
れ
の
説
明

児
童
（
77
.0
％
）・
住
民
・
患
者

入
所
系
以
外
全
て
（
社
協
68
.4
％
）

③
会
議
の
運
営
方
法
に
つ
い
て
の
説
明

患
者
（
52
.6
％
）

通
所
系
（
66
.6
％
）

④
実
習
機
関
・
施
設
の
意
思
決
定
過
程
（
稟
議
の
流
れ
等
）、
決
議
機
関
、
委
員
会
の
役

割
等
に
つ
い
て
の
説
明

患
者
（
57
.9
％
）

通
所
系
（
60
.0
％
）・
病
院

⑤
実
習
機
関
・
施
設
の
法
的
根
拠
及
び
予
算
・
事
業
計
画
、
決
算
・
事
業
報
告
に
つ
い

て
の
説
明

住
民
以
外
全
て
（
患
者
・
73
.7
％
）
病
院
（
73
.9
％
）・
入
所
系
・
通
所
系

⑥
実
習
機
関
・
施
設
で
用
い
ら
れ
る
文
書
の
種
類
・
用
途
・
管
理
方
法
に
つ
い
て
の
説

明

児
童
以
外
全
て

（
※
障
害
児
者
58
.1
％
）

専
門
相
談
機
関
以
外
全
て

（
通
所
系
66
.7
％
）

⑵
地
域
支
援
⑦
当
該
地
域
の
地
域
福
祉
計
画
・
地
域
福
祉
活
動
計
画
の
特
徴
を
あ
げ
る
こ
と
の
説
明

住
民
以
外
全
て

（
※
障
害
児
者
71
.0
％
）

通
所
系
（
80
.0
％
）・
入
所
系
・
病
院

⑧
当
該
地
域
ア
セ
ス
メ
ン
ト
を
行
う
こ
と

住
民
以
外
全
て

（
※
障
害
児
者
83
.9
％
）

社
協
以
外
全
て
（
通
所
系
93
.3
％
）

⑨
当
該
地
域
に
お
け
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
キ
ン
グ
の
実
践
の
説
明

住
民
以
外
全
て
（
※
児
童
69
.3
％
）
社
協
以
外
全
て
（
通
所
系
86
.6
％
）

⑩
当
該
地
域
住
民
や
当
事
者
の
組
織
化
の
方
法
と
説
明

住
民
以
外
全
て
（
※
児
童
69
.3
％
）
社
協
以
外
全
て
（
通
所
系
10
0％
）

⑶
利
用
者
の

　
関
係
把
握

⑪
担
当
す
る
利
用
者
（
特
定
ケ
ー
ス
）
と
家
族
と
の
関
係
性
を
エ
コ
マ
ッ
プ
や
ジ
ェ
ノ

グ
ラ
ム
を
活
用
し
説
明

障
害
児
者
（
64
.5
％
）

通
所
系
（
73
.3
％
）・
入
所
系

※
 ⑴
は
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
小
項
目
の
全
て
の
質
問
の
う
ち
、
履
修
生
に
よ
る
回
答
結
果
（
自
己
評
価
）
が
「
全
く
で
き
な
い
」「
あ
ま
り
で
き
な
い
」
の
合
計
50
％
を
超
え
た
も
の
が
存
在
し
た
項
目
で

カ
テ
ゴ
リ
ー
は
筆
者
に
よ
る
分
類
。
表
頭
の
主
な
対
象
者
及
び
対
象
者
毎
の
サ
ー
ビ
ス
利
用
形
態
の
項
目
は
「
全
く
で
き
な
い
」「
あ
ま
り
で
き
な
い
」
の
合
計
が
50
％
を
超
え
た
も
の
を
掲
載
、
パ
ー

セ
ン
テ
ー
ジ
は
最
多
の
項
目
の
み
カ
ッ
コ
内
表
示
。


